
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 161 人権啓発推進経費
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 02 総務費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

38 互いを認め合い、すべての人の人権を尊重する
項 01 総務管理費

差別をなくすいがまちの集い 回
目標 ― 目標 1

1 1
目 18 人権啓発費 実績 1 実績 1

施　策 4 人権啓発活動の推進
細目 101 人権啓発推進経費

パネル展 回
目標 ― 目標 2

2 2
細々目 01 人権啓発推進経費 実績 2 実績 2

基本計画該当頁 147 行革大綱の重点事項番号 1 目標 ― 目標

担当部課
コード 551000 評価者

氏　名
高島　幸生 連絡先

45 - 9108 実績 実績

名称 伊賀支所　人権同和課 (内線) 310

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

伊賀支所管内の住民 すべてのひとの人権が尊重される明るく住みよいまちになるよう、
理解を深める。

差別をなくすいがまちの集い参加
者数

人
目標 250 目標 250

250 250
実績 180 実績 220

パネル展来場者数 人
目標 目標

50 50
実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例

開始年度 平成 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
・広報事業１０回　　　・人材育成事業
・差別をなくす強調週間事業（7/8～14）
　(1)街頭啓発（7/10.12)、(2)行政無線放送7/8～14（７回）、
・差別をなくす強調月間事業（11/11～12/10）
(1)人権フェスティバル（11/11、24、25）、(2)差別をなくすいがまちの集
い（11/22）、(3)街頭啓発（11/12、29）、(4)行政無線放送９回、(5)人権
パネル展（期間中）、(6)人権看板・のぼり設置（期間中）
・人権・同和問題地区別懇談会
・資料作成・情報提供事業（図書の充実）

年度年度 平成

状
況
変
化
等

啓発事業については、当分の間地域の事情に応じて実施
していく。 必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
部落差別をはじめとするあらゆる差別の解消に向け、地域の実情に応じた啓発活動を実施する必要がある。

有効性 4
集会等への参加者を増やすことは、人権感覚が磨かれた方を増やすことになり、人権まちづくりへとつながる。

達成度 3
予定とおりの開催ができた

効率性 4
招聘する講師により差があるものの、現状の費用が必要。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

Ａ

総合評価

現状維持

事業の方向性

地域社会や地区別懇談会等あらゆる場所において、自発的学習会等が開催できる環境づくりが必要。

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
報償費 131 報償費 75 報償費 152 報償費 152 報償費 152 報償費 152
旅費 975 旅費 124 旅費 145 旅費 145 旅費 145 旅費 145

工事
需用費 888 需用費 587 需用費 560 需用費 560 需用費 560 需用費 560
役務費 17 委託料 3,258 役務費 20 役務費 20 役務費 20 役務費 20
委託料 2,899 使用料 112 委託料 3,948 委託料 3,948 委託料 3,948 委託料 3,948
使用料 166 備品購入費 149 使用料 305 使用料 305 使用料 305 使用料 305
備品購入費 150 備品購入費 150 備品購入費 150 備品購入費 150 備品購入費 150
負担金 27

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 5,253 事業費計(A) 　 Σ 4,305 事業費計(A) 　 Σ 5,280 事業費計(A) 　 Σ 5,280 事業費計(A) 　 Σ 5,280 事業費計(A) 　 Σ 5,280

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.5 人 10,800 人件費（Ｂ） 1.5 人 10,800 人件費（Ｂ） 1.5 人 10,800 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 16,053 15,105 16,080 12,480 12,480 12,480

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 5,253 4,305 5,280 5,280 5,280 5,280

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金 1,426 1,769 1,334 1,334 1,334 1,334
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 3,827 2,536 3,946 3,946 3,946 3,946
計 5,253 4,305 5,280 5,280 5,280 5,280

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

人権啓発活動事業費補助金（県単）
補助率　１／２

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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